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18 億円と発表（2006 年 11 月）した。一方、文部
科学省調査では、学校給食費収入未済額（全国計）























































































第 5 章では、第 1 章から第 4 章まで得られた知
見をもとに岩手県滝沢市の学校給食費未納問題の
事例を考察した。その結果、以下のことが明らか
となった。
（1）北海道羅臼町・福島県二本松市・岩手県矢
巾町の 3 市町の特長分析から、学校給食費未納問
題解決過程を初期段階・中期段階・後期段階の 3
段階に区分した。
（2）各段階で特有の課題がある。すなわち、初
期段階においては制度改革の主体性と方針をいか
に決定するか、中期段階においてはいかに受益者
ほか関係者を制度検討組織の中に組織化するか、
後期段階においては制度定着のためにいかに必要
な措置を講じるかである。
第 6 章では、本論の総括をした。本論文全体を
通じて言い得ることは、学校給食費未納問題の構
造として、時代の変化に伴い保護者の学校給食に
対する意識も、学校給食法で規定される学校給食
の理念そのものも、かつてのものとは変貌してお
り、また、双方の間に乖離が生じていることであ
る。このような乖離を修正し、「食育」を中心と
する新たな学校給食制度の理念を現実的にも支え
るような学校給食制度再構築の道筋をつけること
が国・自治体の双方に求められている。このこと
は、学校給食費未納問題を抱えていない自治体も
同様である。
学校給食費未納問題の解決を図る中で、学校給
食のあり方に対する共通認識が醸成されることが
期待され、ひいては他の自治体の行政サービスに
関しても住民自治が深化することが望まれる。
